
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 5２８-３ 環境保全活動推進事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 04 衛生費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

19 自然と共生する、住みよいまちをつくる
項 01 保健衛生費

市民活動支援（財政・事務局）団体 団体
目標 ― 目標 1

1 1
目 04 環境対策費 実績 1 実績 1

施　策 1 環境保全活動の促進
細目 101 環境保全対策事業

市民フェスタ秋の開催 回
目標 ― 目標 1

1 1
細々目 01 環境保全対策事業 実績 1 実績 1

基本計画該当頁 102 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード １００２００ 評価者

氏　名
鹿島泰近 連絡先

22 - 9637 実績 実績

名称 生活環境部環境政策課 (内線) 2530

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

市民意識
環境保全意識の高揚

市民フェスタ秋の入場者数
開催規模相応の集客による一定成果の確
保、共催の市民会議の活動の指標にもなる

　　人
目標 目標 2,000

2,000 2,000
実績 2,000 実績 2,000

市民会議の活動数 活動の活性化の目安となる 　　回
目標 目標 25

43 43
実績 25 実績 43

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 16 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
１、伊賀市環境保全市民会議の活動活性化　活動の紹介（環境フェス
タ・夏のにぎわいフェスタの参加）、啓発活動（環境ツアー、環境ウォッ
チング、久米川クリーンウォーキング参加、伊賀のレッドデーターブッ
ク作成、大戸川協議会参画、環境学習会実施）
２、市民フェスタ秋の開催　10月29日サンピアﾄドームで　環境啓発
ポスター等全応募作品の展示および入賞者の表彰式、エコ協力企
業、市民団体活動をアピール、発電自転車の体験を実施した　　　３、
三重県都市環境保全対策協議会への参画

状
況
変
化
等

伊賀市環境保全市民会議は、旧上野市時代に発足したも
のである。合併後も活動を継続しているが、一方で、市域
各地に住民自治協議会が組織され「環境」部門での活動
を自主的に推進している。また、市民フェスタは、健康展と
共催で実施している。新たに１９年度ヒューマンフェスタに
環境も参加するので、同じような催しを２回実施することに
なる。

評価項目

必要性

ポイント

2
住民自治協議会の役割を考え合わせると、環境保全市民会議の役割や構成など再検討すべき課題である。また、住民自
治協議会や企業、ＮＰＯなどの自主的な活動に委ねる課題ではないかと考えられる。

評価項目についてのコメント

有効性 3
イベントについては、行政のいろんなセクションが協働で開催することで、集客や宣伝、広報などの相乗効果が得られる
が、今後は実施主体を市民や事業所に広げることを検討すべきと考える。

達成度 4
１８年度は、ほぼ事業は計画通り実施した。

効率性 2
行政と市民とが協働するという視点から、実施主体,内容、規模の見直し等により経費縮減が期待できる。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

Ｃ

事業の方向性

現状維持

改善についての取り組み

市民との協働の観点で、行政が担うべき役割と住民の自主性に委ねるべき課題を整理し、事務局の受け皿となる団体の育成をする。

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
事 業 内 容 単位

(千円)
旅費 10 消耗品費 812 消耗品費 526 消耗品費 526 消耗品費 526 消耗品費 526
消耗品費 706 修繕料 84 補助金 800 補助金 700 補助金 700 補助金 700

工事
燃料費 27 通信運搬費 13 負担金 10 負担金 10 負担金 10 負担金 10
補助金 713 補助金 900
負担金 25 負担金 10

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 1,481 事業費計(A) 　 Σ 1,819 事業費計(A) 　 Σ 1,336 事業費計(A) 　 Σ 1,236 事業費計(A) 　 Σ 1,236 事業費計(A) 　 Σ 1,236

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 8,681 7,579 7,096 6,996 6,996 6,996

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 1,481 1,819 1,336 1,236 1,236 1,236

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 69
そ   の   他
一 般 財 源 1,481 1,819 1,267 1,236 1,236 1,236
計 1,481 1,819 1,336 1,236 1,236 1,236

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	環境保全

